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◎は５年間中の優先取り組み項目

【１】市内すべての地域をつなぐ横断組織の設置と活動の拡充

成果指標名 主な関係部署等 現状値 目標値（５年後） 目標値根拠等 平成２７年度実施方針

福祉総合相談窓口の設置【新規】 福祉部局、企画政策課 設置なし 設置あり 機構改革を行い、生活困窮者等の相談窓口を設置。

地域たすけあい相談員の配置【新規】 社協 ０地区 ９地区
５年で全９小学校
区

翌年度に向けた相談員の増員手続きを進める。

◎ 地域での座談会等開催回数 地域福祉課、社協 １４回※ ９５回
全１９区等×年１
回×５年間

各区等で「計画説明会」を開催。

※小地域活動モデル地区での過去5年間の開催数

◎ 区・自治会での協働組織の設置 地域福祉課、社協 ２か所※ １９か所
５年で全１９区に
１カ所

「計画説明会」の中で協働組織の重要性を説明。

※南ヶ丘福祉まちづくり協議会、御岳福祉まちづくりの会

生活支援コーディネーターの配置人数
【新規】

地域福祉課 ０人 ３人
５年後までに旧中
学校区に１人

総合生活支援事業の実施方針を決定。

地域たすけあい会議の設置【新規】 地域福祉課、社協 ０か所 ９か所
５年で全９小学校
区

「計画説明会」の中で地域たすけあい会議の重要性を説
明。

【２】新たな要支援者層や困りごとを抱える人への支援

成果指標名 主な関係部署等 現状値 目標値（５年後） 目標値根拠等 平成２７年度実施方針

◎
横断的な専門部署の個別ケア会議の開催
【新規】

地域福祉課、介護福祉
課、子育て支援課、健
康課、生活安全課、学
校教育課、収納課、社
協

未実施 実施 包括ケアの体制づくりに向けた検討会議を開催。

◎
生活困窮者等に関する研修会開催回数
【新規】

社協 ０回／年 １回／年 年１回 研修会を開催。

当事者交流会の場づくり 地域福祉課、社協 ３か所※ ５か所 ２年１カ所増 新規交流会のためのアンケート等を行う。

※介護者のつどい、精神障害者の居場所「すばる」、認知症カフェ

生活保護世帯の就労率 地域福祉課、社協 ６９% ７５％ 年約１％増 生活困窮者自立支援事業を開始。

【３】協働による地域の見守り支援体制の充実

成果指標名 主な関係部署等 現状値 目標値（５年後） 目標値根拠等 平成２７年度実施方針

◎ 見守り活動養成人数 地域福祉課、社協 ４,１９３名※ ５,５００名 年約２２０人増 まちの守り人講座等を開催。

※認知症サポーター3,997、災害ボランティア101、傾聴ボランティア95

こども１１０番登録戸数 学校教育課 ５４８戸 ６００戸 年約１０戸増 学校等を通じた啓発を行う。
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成果指標名 主な関係部署等 現状値 目標値（５年後） 目標値根拠等 平成２７年度実施方針

認知症高齢者徘徊模擬訓練実施回数 地域福祉課 ０回／年 ２回／年
５年で全９小学校
区目処

実施に向けた検討を行う。

防災訓練実施回数 危機管理課 ２回／年 ２回／年
５年で全９小学校
区目処

２小学校区で実施。南小、赤池小を予定。

地域の自主防災組織数 危機管理課 ３２団体 ３５団体
全１９区に設立(重
複あり)

区等を対象に啓発を行う。

地域の自主防犯組織数 生活安全課 ２６団体 ２９団体
全１９区に設立(重
複あり)

区等を対象に啓発を行う。

地域での座談会等開催回数 地域福祉課、社協 １４回 ９５回 再掲

災害時要援護者数 危機管理課 １,１２４人 １,３７０人 年約５０人増 区等を対象に啓発を行う。

高齢者世帯福祉票登録世帯数 地域福祉課 ９０６世帯 １,１５０世帯 年約５０世帯増 民生委員児童委員等を通じた啓発を行う。

民生委員児童委員による赤ちゃん訪問の
割合

健康課 ９８％ １００％ 対象者全員 母子保健事業等を通じた啓発を行う。

福祉事業者交流会開催回数【新規】 地域福祉課、社協 ０回／年 ２回／年
５年後までに軌道
に乗せる

福祉事業者に対するアンケート等を行う。

市民活動に関する相談件数 市民協働課、社協 ５１件／年 １００件／年 年約１０件増 相談事務の開催場所増設等検討。

各種ボランティア養成講座受講者延人数 社協 ２６５人／年 ３００人／年 年約１０人増 新規講座を開設する。

【４】地域福祉活動の継続支援に向けた情報の集約と支援体制の再編

成果指標名 主な関係部署等 現状値 目標値（５年後） 目標値根拠等 平成２７年度実施方針

◎ 地域の人材情報の集約【新規】
地域福祉課、市民協働
課、生涯学習課、社協

未実施 実施 情報集約のシステム検討会議を開催。

助成金等の情報の集約【新規】 地域福祉課、社協 未実施 実施 情報集約のシステム検討会議を開催。

空家等の情報集約【新規】
地域福祉課、都市計画
課、社協

未実施 実施 市内の空家等の調査を行う。

◎ 福祉有償運送実施事業者数 地域福祉課、社協 １事業者 ３事業者 ２年１事業者増 福祉有償運送等支援者養成事業を開始。

【５】つどいの場の創設支援

成果指標名 主な関係部署等 現状値 目標値（５年後） 目標値根拠等 平成２７年度実施方針

◎ つどいの場の開設 地域福祉課、社協 ２２カ所※ ５０カ所 年約５カ所増
「計画説明会」の中で「つどいの場」の重要性を説明。並
行して、「つどいの場」支援の実施方針を決定。

※ほっとカフェ9、ぷらっとホーム６、ふれあい・いきいきサロン７

地域での座談会等開催回数 地域福祉課、社協 １４回※ ９５回 再掲

区・自治会での協働組織の設置 地域福祉課、社協 ２か所※ １９か所 再掲

生活支援コーディネーターの配置人数
【新規】

地域福祉課 ０人 ３人 再掲
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成果指標名 主な関係部署等 現状値 目標値（５年後） 目標値根拠等 平成２７年度実施方針

各種ボランティア養成講座受講者延人数 社協 ２６５人／年 ３００人／年 再掲
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